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事業仕分けの対象となる事業・組織等（案） 

 

【第１ワーキンググループ】 

 

（内閣府） 

○ 政府広報 

○ 青少年健全育成に関する普及・啓発 

○ 食育に関する普及・啓発 

○ 少子化社会対策に関する普及・啓発 

○ 高齢化社会対策に関する普及・啓発 

○ バリア・フリー・ユニバーサルデザイン推進に関する普及・啓発 

○ 障害者施策に関する普及・啓発 

○ 交通安全対策に関する普及・啓発 

○ 犯罪被害者等に関する普及・啓発 

○ 自殺対策に関する普及・啓発 

○ 現場の出番創出モデル調査 

 

（総務省） 

○ 政策評価・行政評価の監視 

○ 参議院議員通常選挙関係経費（開票作業等） 

○ 参議院議員通常選挙の啓発活動に必要な経費 

○ 明るい選挙推進委託費 

○ 地方交付税交付金 

○ 情報通信関係研究開発・実証実験・調査研究 

○ （独）情報通信研究機構運営費交付金 

○ 安全・安心 i-City 推進事業 

○ ＩＣＴ利活用型教育の確立支援事業 

○ 情報通信分野のベンチャー企業支援 

○ ＩＣＴ人材育成支援事業 

○ 地域イントラネット基盤施設整備事業 

○ 携帯電話エリア整備事業及び電波遮へい対策（電波利用共益費用） 

○ 電波監視施設の整備・維持運用及び電波監視業務等の実施(電波利用共益費用） 

○ 地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援(電波利用共益費用） 

○ 電波資源拡大のための研究開発等（電波利用共益費用） 

○ 国勢調査の実施 

○ 消防防災施設整備費補助金 

○ 緊急消防援助隊設備整備費補助金 

 

（法務省）○ 登記事項証明書の交付事務等の包括的民間委託の実施 

○ 登記情報システムの維持管理 

○ 裁判員制度の啓発推進 

（財務省） 

資 料 ２ 
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○ 財務省電子申請システム 

○ 公務員宿舎建設等に必要な経費 

○ 世界銀行ファスト・トラック・イニシアティブ教育計画策定基金 

○ 世界銀行森林炭素パートナーシップ基金 

○ アジア開発銀行投資環境整備基金 

○ 欧州復興開発銀行ＴＡＭ・ＢＡＳプログラム（中小企業経営指導） 

○ 国税総合管理（ＫＳＫ）システム 

○ （独）酒類総合研究所運営費交付金 

 

（厚生労働省（公共事業）） 

○ 水道施設整備事業 

 

（農林水産省（公共事業）） 

○ 田園整備事業 

○ 海岸環境整備事業(農林水産省関係) 

○ 農道整備事業 

○ かんがい排水事業 

○ 農業集落排水事業 

○ 里山エリア再生交付金 

○ 水産基盤整備事業 

○ 漁村総合整備事業 

 

（国土交通省）○ 国土交通大学校 

○ 不動産市場の環境整備等推進経費 

○ 建設市場整備推進費 

○ 官庁営繕費 

○ 地域公共交通活性化･再生総合事業（公共交通活性化総合プログラムを含む） 

○ 「新たな公」によるコミュニティ創生支援モデル事業 

○ 次世代自動車導入加速モデル事業 

○ 地理空間情報活用サービスモデル実証事業 

○ 休暇取得・分散化促進実証事業 

○ 国土・景観形成事業推進調整費 

○ 広域ブロック自立・成長事業 

○ 国営公園の維持管理 

○ まち再生基金（（財）民間都市開発推進機構） 

○ まち再生参加業務円滑化基金（（財）民間都市開発推進機構） 

○ 事業促進支援基金（（財）民間都市開発推進機構） 

○ 無利子貸付金（（財）民間都市開発推進機構） 

○ 民間都市再生基金（（財）民間都市開発推進機構） 

○ 市街地再開発事業 

○ 都市・地域交通戦略推進事業 

○ 都市再生推進事業 

○ まちづくり交付金 

○ 都市地域づくり推進費 
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○ 下水道事業 

○ 河川改修事業 

○ 直轄河川・直轄ダムの維持管理 

○ 海岸環境整備事業（国土交通省関係） 

○ 総合水系環境整備事業 

○ 統合河川環境整備事業 

○ 道路整備事業 

○ 直轄国道の維持管理 

○ （独）住宅金融支援機構 

○ （独）都市再生機構 

○ 整備新幹線建設推進高度化等事業費補助 

○ 鉄道軌道輸送高度化事業費等補助 

○ バス運行対策費補助 

○ バス利用等総合対策事業 

○ 離島航路補助 

○ （独）航海訓練所運営費交付金 

○ （独）海技教育機構運営費交付金 

○ 港湾整備事業 

○ みなと振興交付金 

○ 港湾環境整備事業 

○ 空港整備事業（一般空港） 

○ 空港周辺環境整備事業、教育施設等騒音防止対策事業 

○ 関西国際空港株式会社補給金 

○ 北海道総合開発推進調査費 

○ 訪日外国人 3000 万人プログラム第 1期事業 

○ 観光を核とした地域の再生・活性化事業 

 

（環境省）○ 廃棄物処理施設における温暖化対策事業 

○ 循環型社会形成推進交付金 

○ 国連大学拠出金（持続可能な開発のための教育１０年構想事業費） 

○ 環境金融普及促進事業 

○ エコポイント等ＣＯ２削減のための環境行動促進モデル事業 

○ エコポイント等ＣＯ２削減のための環境行動促進事業連携経費 

○ 子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査） 

○ 地球温暖化防止活動推進センター等基盤形成事業費 

○ 温暖化対策「一村一品・知恵の環づくり」事業 

○ ＣＯ２削減アクション推進事業（チャレンジ２５国民運動関連事業費） 

○ 温室効果ガスの自主削減目標設定に係る設備補助事業 

○ エコ燃料利用促進補助事業 

○ 地方公共団体対策技術率先導入補助事業 

○ 地球環境戦略研究機関拠出金 

○ エコ燃料実用化地域システム実証事業 

○ クールシティ中枢街区パイロット事業 

○ EST、モビリティ・マネジメント（MM）による環境に優しい交通の推進 
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○ 温暖化影響情報集約型ＣＯ２削減行動促進事業 

○ 生物多様性条約拠出金のうち生物多様性日本基金（仮称） 

○ 地球規模生物多様性モニタリング推進事業 

○ 自然環境保全基礎調査費 

○ 生物多様性国民運動関連事業費 

○ 国連大学拠出金（国際ＳＡＴＯＹＡＭＡイニシアティブ） 
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【第２ワーキンググループ】 

 

（厚生労働省） 

○ 個別労働紛争対策の推進 

○ ８０２０運動特別推進事業 

○ 健康増進対策費（地域健康づくり推進対策費） 

○ 労災レセプト電算処理システム 

○ フリーター等正規雇用化支援事業 

○ 若年者等試行雇用奨励金（技能承継分除く） 

○ シルバー人材センター援助事業 

○ 若年者地域連携事業（ジュニアインターンシップ等の受入開拓事業を含む） 

○ 労働者派遣事業雇用管理改善等推進事業費 

○ 高年齢者職業相談室運営費 

○ キャリア交流事業費 

○ キャリア・コンサルティングによるメール相談事業 

○ 職業能力形成機会に恵まれなかった者に対する実践的な職業能力開発の実施事業 

○ 若年自立塾（若者職業的自立支援推進事業） 

○ グローバル人材育成支援事業 

○ 技能向上対策費補助事業 

○ 職業能力習得支援制度実施事業 

○ 両立支援レベルアップ助成金 

○ 短時間労働者均衡待遇推進等助成金 

○ 延長保育事業（次世代育成支援対策交付金） 

○ 保育所運営費負担金（保育所の利用料の設定の仕組みを含む） 

○ 優良児童劇巡回等事業 

○ 生活保護受給者のうち就労能力がある者の支援対策 

○ 生活保護費等負担金（医療扶助の不正請求対策） 

○ 生活保護費等負担金（住宅扶助の不正請求対策） 

○ 障害者保健福祉推進事業費（障害者自立支援調査研究プロジェクト） 

○ 障害者保健福祉推進事業費（工賃倍増 5か年計画支援事業費） 

○ 国連・障害者の十年記念施設運営委託費 

○ 介護予防事業（地域支援事業の一部） 

○ 介護サービス適正実施指導事業 

○ 介護支援専門員資質向上事業 

○ 診療報酬の配分（勤務医対策等） 

○ 柔道整復師の療養費に対する国庫負担 

○ 後発品のある先発品などの薬価の見直し 

○ 入院時の食費・居住費のあり方 

○ レセプト審査の適正化対策 

○ 国保中央会・国保連に対する補助金（国保連・支払基金の統合） 

○ レセプトオンライン導入のための機器の整備等の補助 

○ 企業年金等普及促進費 

○ 社会保障カード 

○ 国立保健医療科学院の養成訓練及び試験研究に必要な経費 
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○ 年金に関する広報等に必要な経費 

○ 医師確保、救急・周産期対策の補助金等（一部モデル事業） 

○ 健康増進対策費（女性の健康支援対策事業委託費） 

○ 仕事と生活の調和推進事業 

○ （財）子ども未来財団 

○ （独）福祉医療機構 

○ （独）雇用・能力開発機構運営費交付金等 

○ （独）高齢・障害者雇用支援機構運営費交付金等 

○ （独）勤労者退職金共済機構運営費交付金 

 

（経済産業省）○ 産学連携による留学生向け実践的教育事業 

○ 東アジア経済統合研究協力事業 

○ 生体機能国際協力基礎研究の推進 

○ 経済産業人材育成支援研修事業 

○ コンテンツ産業強化対策支援事業 

○ 生活関連産業ビジネス拠点支援事業 

○ サービス産業生産性向上支援調査事業 

○ 国家備蓄石油管理等委託費 

○ 土壌汚染環境保全対策事業 

○ 経年埋設内管対策費補助事業 

○ 新エネルギー等導入加速化支援対策費補助金 

○ エネルギー使用合理化事業者支援事業 

○ 住宅用太陽光発電導入支援対策費補助金 

○ 高効率給湯器導入促進事業費補助金 

○ 電源立地地域対策交付金 

○ 中小商業活性化支援事業・中小商業活力向上施設整備事業 

○ 戦略的中心市街地商業等活性化支援事業費補助金 

○ 新事業活動促進支援補助金 

○ 市場志向型ハンズオン支援事業 

○ 経営力向上・事業承継等先進的支援体制構築事業 

○ ものづくり中小企業製品開発等支援補助金 

○ 研究開発（100％国費のもの） 

○ 研究開発（2/3 補助のもの） 

○ 研究開発（1/2 補助以下のもの） 

○ 国際エネルギー消費効率化等モデル事業 

○ 低炭素社会実現プロジェクト 

○ 安心ジャパン・プロジェクト 

○ （独）産業技術総合研究所運営費交付金 

○ （独）新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）運営費交付金 

○ （独）中小企業基盤整備機構運営費交付金 

○ （独）日本貿易振興機構運営費交付金 

○ （独）情報処理推進機構運営費交付金 

○ （独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構運営費交付金 

○ （独）原子力安全基盤機構運営費交付金 
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（外務省） 

○ 海外広報経費 

○ 国内広報経費・国際化推進費 

○ ＩＴ広報経費 

○ オピニオンリーダー等招へい 

○ グローバル・ユース・エクスチェンジ 

○ ２１世紀パートナーシップ促進招へい 

○ 日本留学者会議開催経費 

○ スポーツ交流支援事業 

○ 報道関係者招へい 

○ 戦略的招へい事業 

○ 報道関係者研修事業 

○ 啓発宣伝事業等委託費 

○ 在外公館の維持・運営に関する経費 

○ （独）国際交流基金運営費交付金及び運用資金 

○ ２０１０年日本ＡＰＥＣ関係経費 

○ 海外での各種会議等出席旅費 

○ （財）日本国際問題研究所補助金 

○ 無償資金協力援助（ハコモノ無償） 

○ 無償資金協力援助（各協力案件の選定方法） 

○ （独）国際協力機構運営費交付金（技術協力、研修、調査研究、政策増等の経費） 

○ （独）国際協力機構運営費交付金（人件費、旅費、事務費、業務委託費等） 

○ （独）国際協力機構運営費交付金（国内施設の運営費） 

○ 生物多様性条約第１０回締約国会議及びカルタヘナ議定書第５回締約国会議開催経費 

○ 国際連合開発計画（UNDP）拠出金（日・ＵＮＤＰパートナーシップ） 

○ 国際連合開発計画（UNDP）拠出金（日本・パレスチナ支援プログラム） 

○ 国際連合開発計画（UNDP）拠出金（アジア・アフリカ協力） 

○ 国際連合ボランティア計画（UNV）拠出金（日本信託基金） 

○ 国際連合ボランティア計画（UNV）拠出金（平和構築人材育成事業） 

○ 国際連合地域開発センター（UNCRD）拠出金 

○ 国際連合訓練調査研修所（UNITAR）拠出金 

○ 国際連合人間居住財団（HABITAT）拠出金 

○ 国際熱帯木材機関（ITTO）拠出金 

○ アジア生産性機構（APO）拠出金 

○ アセアン私費留学生対策等拠出金 

○ 国際連合大学拠出金（通常拠出金） 

○ 国際連合大学拠出金（私費留学生育英資金貸与事業） 

○ 文化遺産保存日本信託基金拠出金 

○ 無形文化遺産保護日本信託基金拠出金 

○ 人的資源開発日本信託基金拠出金 

○ 東京国際連合広報センター拠出金 

○ 国際機関職員派遣信託基金（JPO）拠出金 

○ 国際連合軍縮会議拠出金 
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○ ＡＳＥＡＮ貿易投資観光促進センター拠出金 

○ 在サハリン韓国人支援共同事業体拠出金 

○ 南太平洋経済交流支援センター（SPEESC）拠出金 

○ 日・SAARC 特別基金等拠出金 

○ 日・カリコム友好協力拠出金 

○ 中・東欧地域環境センター（REC）拠出金 

○ 日韓学術文化青少年交流基金拠出金 

○ 日韓産業技術協力共同事業体拠出金 

○ ＵＮＥＰ国際環境技術センター拠出金 
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【第３ワーキンググループ】 

（文部科学省） 

○ 公立学校施設整備事業 

○ 家庭教育支援基盤形成事業 

○ 放課後子ども教室推進事業 

○ 学校 ICT 活用推進事業 

○ キャリア教育総合推進プラン 

○ 中学校におけるキャリア教育の指導内容の充実 

○ 専門的な職業系人材の育成推進事業 

○ キャリア教育・職業教育の推進 

○ 義務教育費国庫負担金 

○ 高校奨学金（地方向け交付金） 

○ 教員免許制度の抜本改革 

○ 免許状更新講習開設事業費等補助 

○ 全国学力・学習状況調査の実施 

○ 道徳教育総合支援事業 

○ 国立大学法人運営費交付金 

○ 大学教育・学生支援推進事業 

○ グローバル COE プログラム 

○ グローバル 30 

○ 組織的な大学院教育改革推進プログラム  

○ 大学教育充実のための戦略的大学支援プログラム 

○ 大学等奨学金                                         

○ 科学技術振興調整費（革新的技術推進費、先端融合領域イノベーション創出拠点の形成） 

○ 科学技術振興調整費（若手研究者養成システム改革） 

○ 科学研究費補助金（若手研究（S)～若手研究（B)、特別研究員奨励費） 

○ 特別研究員事業（（独）日本学術振興会）  

○ 女性研究者支援（科学技術振興調整費（女性研究者支援システム改革）） 

○ 世界トップレベル研究拠点（WPI)プログラム  

○ 学術国際交流事業（（独）日本学術振興会）  

○ 知的クラスター創成事業 

○ 都市エリア産学官連携促進事業 

○ 産学官連携による地域イノベーションクラスター創成事業 

○ 産学官連携戦略展開事業 

○ 地域イノベーション創出総合支援事業（（独）科学技術振興機構）  

○ 理科支援員等配置事業（（独）科学技術振興機構） 

○ 科学未来館（（財）科学未来広報財団への運営委託を含む。）（（独）科学技術振興機構） 

○ 科学研究費補助金（特別推進研究、特定領域研究、新学術領域研究、基盤研究（S)） 

○ 戦略的創造研究推進事業（（独）科学技術振興機構）  

○ 戦略的イノベーション創出事業（（独）科学技術振興機構）  

○ 先端的低炭素化技術開発（（独）科学技術振興機構） 

○ 戦略的基礎科学研究強化プログラム（（独）科学技術振興機構）  

○ 革新的タンパク質・細胞解析研究イニシアティブ（ターゲットタンパク研究プログラム） 
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○ 革新的医薬品・医療機器の創出に向けた研究（分子イメージング研究（文科省、（独）理化学研

究所、（独）放射線医学総合研究所） 

○ 新興・再興感染症研究拠点形成戦略型活用プログラム 

○ 原子力システム研究開発事業 

○ 先端計測分析技術・機器開発事業（（独）科学技術振興機構）  

○ 次世代スーパーコンピューティング技術の推進（（独）理化学研究所） 

○ 大型放射光施設（SPring-8）（（独）理化学研究所） 

○ 植物科学研究事業（（独）理化学研究所） 

○ バイオリソース事業（（独）理化学研究所） 

○ GX ロケット（（独）宇宙航空研究開発機構） 

○ 宇宙ステーション補給機（HTV) （（独）宇宙航空研究開発機構） 

○ 衛星打上げ（24年度以降打上げ分）（（独）宇宙航空研究開発機構） 

○ 深海地球ドリリング計画推進（（独）海洋研究開発機構） 

○ 地球内部ダイナミクス研究（（独）海洋研究開発機構） 

○ 高速増殖炉サイクル研究開発（もんじゅ及び関連研究開発）（（独）日本原子力研究開発機構） 

○ 材料試験炉研究開発（JMTR) （（独）日本原子力研究開発機構） 

○ 高レベル廃棄物処分技術開発（深地層処分）（（独）日本原子力研究開発機構） 

○ 国際熱核融合実験炉研究開発（ITER（サテライト・トカマク計画）) （（独）日本原子力研究開

発機構） 

○ 全国体力・運動能力、運動習慣等調査 

○ スポーツ予算（スポーツ振興くじ助成事業と類似する事業（地域スポーツ施設の整備、生涯ス

ポーツ社会の実現に向けた環境整備、国民体育大会開催事業、ドーピング防止活動、緑のグラウ

ンド維持活用）） 

○ スポーツ振興基金 

○ 民間スポーツ振興費等補助金 

○ 子どもの読書活動の推進事業 

○ 子どもゆめ基金 

○ 食育推進プラン 

○ 芸術創造・地域文化振興事業 

○ 芸術家の国際交流 

○ 伝統文化こども教室事業 

○ 芸術文化振興基金 

○ （財）新国立劇場運営財団、（財）おきなわ運営財団（（独）日本芸術文化振興会から業務委託） 

○ 世界にはばたく新進芸術家等の人材育成 

○ 子どものための優れた舞台芸術事業 

○ 学校への芸術家派遣事業 

○ 農山漁村におけるふるさと生活体験推進校  

○ コミュニケーション教育拠点形成事業    

○ 栄養教諭を中核とした食育推進事業 

○ 子どもの健康を守る地域専門家総合連携事業 

○ 地域協働による家庭教育支援活性化促進事業（訪問型家庭教育支援の実施） 

○ 総合型地域スポーツクラブの育成推進事業 

○ 研究環境国際化の手法開発 

○ 放課後子どもプラン推進のための調査研究等 
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○ 英語教育改革総合プラン 

○ （独）国立青少年教育振興機構 

○ （独）教員研修センター 

○ （独）国立女性教育会館 

 

（農林水産省） 

○ 強い農業づくり交付金 

○ 未来を切り拓く６次産業創出事業 

○ 食育の推進 

○ 食への信頼向上活動促進事業 

○ 食料安全保障市民活動促進・支援事業 

○ 食料自給率向上国民運動拡大推進事業 

○  産地収益力向上支援事業 

○  鳥獣被害防止総合対策事業 

○ 国産原材料サプライチェーン構築事業  

○ 青果物広域流通システム構築事業 

○ 農業生産地球温暖化対策事業 

○ 農業生産環境対策事業 

○ 国産粗飼料増産対策事業 

○ 乳業再編整備等対策事業 

○ 農畜産業機械等リース支援事業 

○ 農業支援サービス実施モデル確立事業 

○ エコフィード緊急増産対策事業 

○ 地域資源活用型エコフィード増産推進事業 

○ 国産チーズ供給拡大・高付加価値化対策事業 

○ 担い手育成草地集積事業（食料安定供給特別会計農業経営基盤強化勘定） 

○ 学校給食用牛乳等供給推進事業 

○ 牛乳乳製品消費拡大特別事業 

○ 国産食肉需要構造改善対策事業 

○ 経営体育成交付金 

○ 農地等管理処分費（食料安定供給特別会計農業経営基盤強化勘定） 

○ 土地等買入金（食料安定供給特別会計農業経営基盤強化勘定） 

○ 事務取扱交付金（食料安定供給特別会計農業経営基盤強化勘定） 

○ 農地保有合理化促進事業費（食料安定供給特別会計農業経営基盤強化勘定） 

○ 農地利用集積事業費（食料安定供給特別会計農業経営基盤強化勘定） 

○ 農地保有合理化支援資金（食料安定供給特別会計農業経営基盤強化勘定） 

○ 農業改良資金制度移行円滑化推進委託費（食料安定供給特別会計農業経営基盤強化勘定） 

○ 農業改良資金貸付金（食料安定供給特別会計農業経営基盤強化勘定） 

○ 就農支援資金貸付金（食料安定供給特別会計農業経営基盤強化勘定） 

○ 農業･食品産業強化対策整備交付金（経営体育成･多角化･複合化） 

○ 担い手育成･確保対策整備費補助金 

○ 農業経営改善総合支援事業 

○ 農業主導型 6次産業化推進事業 

○ 農業法人等経営発展支援事業 
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○ 農地情報共有化支援事業 

○ 中山間地域等直接支払制度 

○ 農地・水・環境保全向上対策 

○ 地域バイオマス利活用交付金 

○ 広域連携共生・対流等対策交付金 

○ 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金  

○ 耕作放棄地再生利用緊急対策 

○ 農地有効利用生産向上対策事業（農地有効利用支援整備事業） 

○ 国営造成施設等保全・更新円滑化対策事業 

○ 担い手育成農地集積事業（食料安定供給特別会計農業経営基盤強化勘定） 

○ 新たな農山漁村コミュニティ・マネジメント創造支援事業（補助金） 

○ 新たな農山漁村コミュニティ・マネジメント創造支援事業（出資金） 

○ 農山漁村地域力発掘支援モデル事業 

○ 農村活性化人材育成派遣支援モデル事業（田舎で働き隊） 

○ 子ども農山漁村交流プロジェクト対策交付金 

○ 森林・林業・木材産業づくり交付金 

○ 集約化等経営支援対策事業 

○ 持続的林業経営確立対策事業 

○ 森林所有者向け支援 （森林整備地域活動支援交付金） 

○ 農林水産物・食品輸出促進対策経費 

○ 食料輸入安定化対策事業 

○ 漁業経営セーフティーネット構築事業 

○ 養殖用配合飼料価格安定事業 

○ 国産水産物安定供給推進事業 

○ 水産物産地販売力強化事業  

○ 強い水産業づくり交付金 

○ 離島漁業再生支援交付金 

○ 産地収益性向上支援事業 

○ 有機農業総合支援事業 

○ 緊急加速リース支援事業貸付原資資金（（社）全国農地保有合理化協会） 

○ 担い手支援貸付原資基金（（社）全国農地保有合理化協会） 

○ 農地保有合理化法人債務保証基金（（社）全国農地保有合理化協会） 

○ 農地売買円滑化事業基金（（社）全国農地保有合理化協会） 

○ 農地保有合理化緊急売買促進事業基金（（社）全国農地保有合理化協会） 

○ 農業共済事務費負担金 

○ 農業共済掛金国庫負担金 

○ 日本政策金融公庫農林漁業者向け業務補給金 

○ 漁業共済・漁業経営安定対策（積立ぷらす） 

○ 漁業共済経営環境変化特別対策事業 

○ 漁船漁業構造改革総合対策基金（（社）大日本水産会） 

○ 水産業燃油高騰緊急対策基金（（社）大日本水産会） 

○ 貸付事業基金（（財）海外漁業協力財団） 

○ 資源回復等推進支援事業造成基金（（社）大日本水産会）     

○ 土地改良負担金対策資金（（財）全国土地改良資金協会） 
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○ 農山漁村振興基金（（財）農林水産長期金融協会） 

○ 差額補填資金（（社）国際農林業協働協会） 

○ 果樹対策資金（事業資金余剰積立金を含む）（（財）中央果実生産出荷安定基金協会）    

○ 畜産特別資金融通事業基金（（社）中央畜産会） 

○ 産業動物獣医師修学資金基金（（社）中央畜産会） 

○ 畜産関係情報提供衛星通信推進事業基金（（財）競馬・農林水産情報衛星通信機構） 

○ 融資準備財産（（社）全国肉用牛振興基金協会） 

 

（防衛省） 

○ 自衛隊の広報事業（大規模広報施設・行事） 

○ 自衛官の実員増要求 

○ 装備品の調達（22 年度新規後年度負担） 

○ 銃器類・弾薬のコスト削減 

○ 情報システム借料、開発・改修経費のコスト削減 

○ 自衛官の若年齢化による人件費の効率化（中長期の取組み） 

○ 退職予定自衛官就職援護業務費補助金 

○ 自衛隊の募集事業 

○ 国際平和協力センター 

○ 備品のコスト削減 

○ 装備品の選定段階でのコスト抑制（中長期の取組み） 

○ 被服のコスト削減 

○ 基地周辺対策（特定防衛施設周辺整備調整交付金） 

○ 基地周辺対策（民生安定一般助成） 

○ 基地周辺対策（住宅防音） 

○ 防衛施設の用地借料の水準 

○ 駐留軍等労働者の給与水準 

 


